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資本金10億円以上かつ従業員数が1000人以上の企業については、賃上げ
促進税制の適用を受ける条件の一つとして、パートナーシップ構築宣言をしてい
ることが必要となります。
賃上げ促進税制は、令和４年度から抜本的に拡充されており、令和４年４月か
ら始まる事業年度から活用が可能です。令和５年３月期決算以降の税務申告
で適用可能ですが、パートナーシップ構築宣言を公表することに加え、マルチステー
クホルダー方針の公表などの手続きも事前に必要。

【補助金の追加措置の事例：賃上げ促進税制】

https://www.meti.go.jp/policy/economy/jinzai/syotokukakudaisok
ushin/syotokukakudai.html
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